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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　2024年６月26日に提出いたしました第16期（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）有価証券報告書の記載事項

の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであり

ます。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第２　事業の状況

４　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

(1）経営成績等の状況の概要

（企業集団の事業の経過及び成果）

＜2023年度（第16期）事業計画における実施方針に基づく特定投資業務の実施状況について＞

①　特定投資業務の実施に係る基本的な方針に基づく特定投資業務の実施状況に関する事項

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿線で表示しております。

 

　　（訂正前）

（省略）

（注５）エグジットまたは完済となったのは、個別案件への投融資決定案件で累計39件あります。

 

　　（訂正後）

（省略）

（注５）エグジットまたは完済となったのは、個別案件への投融資決定案件で累計41件あります。

 

以上
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